
了後においても第三者に漏らしてはならない。 

５ 取り扱う情報は、アクセス制限、パスワード管理等により適切に管理するとともに、当該業務

のみに使用し、他の目的には使用しないこと。また、発注者の許可なく複製・転送等しないこと。 

６ 受注者は、当該業務完了時に、業務の実施に必要な貸与資料（書面、電子媒体）について、発

注者への返却若しくは消去又は破棄を確実に行うこと。 

７ 受注者は、当該業務の遂行において貸与された発注者の情報の外部への漏洩若しくは目的外利

用が認められ又そのおそれがある場合には、これを速やかに発注者に報告するものとする。 

 

第 1131 条 個人情報の取扱い 

受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取扱う場合には、別記「個人情報の

取扱いに関する特記事項」を守らなければならない。 

 

第 1132 条 安全等の確保 

１ 受注者は、屋外で行う設計業務等の実施に際しては、設計業務等関係者だけでなく、付近住民、

通行者、通行車両等の第三者の安全確保に努めなければならない。 

２ 受注者は、特記仕様書に定めがある場合には所轄警察署、道路管理者、鉄道事業者、河川管理

者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、設計業務等実施中の安全を確

保しなければならない。 

３ 受注者は、屋外で行う設計業務等の実施に当たり、事故が発生しないよう使用人等に安全教育

の徹底を図り、指導、監督に努めなければならない。 

４ 受注者は、屋外で行う設計業務等の実施に当たっては安全の確保に努めるとともに、労働安全

衛生法等関係法令に基づく措置を講じておくものとする。 

５ 受注者は、屋外で行う設計業務等の実施に当たり、災害予防のため、次の各号に掲げる事項を

厳守しなければならない。 

  （１）屋外で行う設計業務等に伴い伐採した立木等を焼却する場合には関係法令を遵守するとと

もに、関係官公署の指導に従い必要な措置を講じなければならない。 

  （２）受注者は、喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用は禁止しなければならな

い。 

  （３）受注者は、ガソリン、塗料等の可燃物を使用する必要がある場合には、周辺に火気の使用

を禁止する旨の標示を行い、周辺の整理に努めなければならない。 

６ 受注者は、爆発物等の危険物を使用する必要がある場合には、関係法令を遵守するとともに、

関係官公署の指導に従い、爆発等の防止の措置を講じなければならない。 

７ 受注者は、屋外で行う設計業務等の実施に当たっては豪雨、豪雪、出水、地震、落雷等の自然

災害に対して、常に被害を最小限にくい止めるための防災体制を確立しておかなければならない。

災害発生時においては第三者及び使用人等の安全確保に努めなければならない。 

８ 受注者は、屋外で行う設計業務等実施中に事故等が発生した場合は、直ちに監督員に報告する

とともに、監督員が指示する様式により事故報告書を速やかに監督員に提出し、監督員から指示

がある場合にはその指示に従わなければならない。 
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第５編 ダム編 
 

第１章 ダム環境調査 

 

第１節 ダム環境調査の種類 
 

第 5101 条 ダム環境調査の種類 

ダム環境調査の種類は、下記のとおりとする。 

(1) 環境影響評価 

(2) ダム湖環境調査 

 

第２節 環境影響評価 
 

本調査は、「ダム事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及

び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関

する指針等を定める省令」（以下、「技術指針省令」という）及び「三重県環境影響評

価技術指針」に準拠して実施するものとする。 

 

第 5102 条 環境影響評価の区分 

環境影響評価の区分は、次の内容に定めるところによる。 

(1)計画段階配慮書（案）の作成 

(2) 方法書（案）の作成 

(3) 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法の選定 

(4) 調査 

(5) 予測及び評価並びに環境保全措置の検討 

(6) 準備書（案）の作成 

(7) 評価書（案）の作成 

(8) 評価書の補正等 

 

第 5103 条 計画段階配慮書（案）の作成 

1．業務目的 

   本業務は、計画段階配慮書（以下この節において「配慮書」という）に記載すべ

き事項についてとりまとめ、法手続きに必要とされる主務大臣への送付等に資する

配慮書(案)、要約書(案)を作成することを目的とする。 

2．業務内容 

(1) 計画準備 

   受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容を確認

し、第 1112 条業務計画書第 2項に示す事項について業務計画書を作成し、監督員

に提出するものとする。 

(2) 対象事業内容(事業特性）の把握 

   受注者は、技術指針省令第四条第１項第一号に規定された対象事業の内容（以下、

「事業特性」という。）に関して、設計図書に示される資料より当該対象事業の内

容を把握するものとする。 

(3) 現地踏査 
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